
 

貸 借 対 照 表 （平成 29 年 3 月 31 日現在） （単位：百万円）      金　　額 金　　額  流　　　　動　　　　資　　　　産 16,173   流　　　　動　　　　負　　　　債 8,791現 金 及 び 預 金 10,081 支 払 手 形 3,810受 取 手 形 67 買 掛 金 1,180電 子 記 録 債 権 747 短 期 借 入 金 556売 掛 金 2,397 1年内返済予定の長期借入金 348商 品 及 び 製 品 819 未 払 金 184仕 掛 品 862 未 払 費 用 276原 材 料 及 び 貯 蔵 品 632 未 払 法 人 税 等 689前 払 費 用 10 未 払 消 費 税 等 211繰 延 税 金 資 産 114 前 受 金 789そ の 他 465 預 り 金 313貸 倒 引 当 金 △27 賞 与 引 当 金 216そ の 他 213  固　　　　定　　　　資　　　　産 10,877   固　　　　定　　　　負　　　　債 1,21710,097 長 期 借 入 金 100建 物 2,231 退 職 給 付 引 当 金 743構 築 物 88 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 374機 械 及 び 装 置 5,013 そ の 他 0工 具 、 器 具 及 び 備 品 39土 地 2,695そ の 他 28 10,00893   株　　　　主　　　　資　　　　本 17,051ソ フ ト ウ ェ ア 89 410そ の 他 3 16,641利 益 準 備 金 82686 そ の 他 利 益 剰 余 金 16,559投 資 有 価 証 券 228 特 別 償 却 準 備 金 464破 産 更 生 債 権 等 177 別 途 積 立 金 13,040繰 延 税 金 資 産 180 繰 越 利 益 剰 余 金 3,055そ の 他 277貸 倒 引 当 金 △177   評  価　・　換  算  差  額  等 △8繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △817,04227,051 27,051負 債 ・ 純 資 産 合 計資 産 合 計

負 債 合 計( 純 資 産 の 部 )

純 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 金利 益 剰 余 金

科 目 科 目（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

 （注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。   



 

個 別 注 記 表 （自平成 28 年 4 月 1 日 至平成 29 年 3 月 31 日） 【 重要な会計方針 】 1．資産の評価基準及び評価方法 （1）有価証券の評価基準及び評価方法 その他有価証券 時価のないもの …移動平均法による原価法 （2）デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法 （3）たな卸資産の評価基準及び評価方法 商品及び製品、原材料、仕掛品 …総平均法による原価法 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 貯蔵品 …最終仕入原価法  2．固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産（リース資産を除く） 定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）、平成 28 年 4 月1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物、太陽光発電設備（機械及び装置）は定額法）を採用しております。 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 建 物 3 ～ 45 年 構 築 物 3 ～ 40  機 械 及 び 装 置 2 ～ 17  工 具 、 器 具 及 び 備 品  2 ～ 20    （会計方針の変更）      法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6 月 17 日）を当事業年度に適用し、平成 28 年 4 月 1日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。      この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微であります。 （2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づいております。       



 

3．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 （2）賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 （3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 ①  退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。        ②  数理計算上の差異の費用処理方法 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 （4）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程（内規）に基づく期末要支給額を計上しております。  4．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 （1）ヘッジ会計の処理 繰延ヘッジ処理によっております。 （2）消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。  【 追加情報 】 （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）を当事業年度から適用しております。  


